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【私のトリセツとは】

「私のトリセツ」は、自分がど
のように働き、周囲とどのよう
に関わりたいのかを、相手が
迷わず理解できるように整理
した説明書です。
その意義は２つあります。
１つ目は、自分自身のマネ
ジメントに役立てられることで
す。モチベーションが上がる
条件を意識して動けるように
なったり、ストレスのサインに
早めに気づいて心身のコンデ
ィションを整えたり、迷ったとき
に自分の判断の軸に立ち戻
ることができます。
２つ目は、必要な範囲でトリ
セツを共有することで、周囲
から理解や協力が得られや
すくなり、自分を活かし、関係
の質を高めることができます。

【私のトリセツカードとは】
私のトリセツカードは、45枚
のカードからなり、それぞれに
仕事をする上で大切なテーマ
（項目）と、そのテーマを言葉
にしやすくするための問いか
けがあります。カード項目と問
いかけに沿って整理した内容
を「私のトリセツ」としてまとめ、
日々の仕事や人間関係づくり
に活かしていきます。
このカードを使って社員のト
リセツをつくると、人間関係に
おける誤解・すれ違い・偏見
の予防ができ、チームワーク
向上（支え合いのポイントが具
体化し、協働がしやすくなる）
が期待でき、結果、会社の業
績も向上します。
ぜひ、社員のトリセツづくり
に挑戦してみてください！

私のトリセツカード 好評発売中！

自分を活かし、関係を育て、
成長につなげる！

自分を活かし、関係を育て、成長につなげる
私のトリセツをつくろう！

前回は弊社が私のトリセツカード＆トリセツのメソ

ッドを開発したきっかけについてお話ししました。今

回はトリセツの意義と個人および企業にとっての代

表的なメリットをその理由とセットでお伝えします。

「私のトリセツ」は一緒に働く人が参照できる形に

まとめた自分自身の取り扱い説明書です。仕事内

容やスキルを説明するものではなく、自分がどのよ

うに働き、周囲とどのように関わりたいのかを、相手

が迷わず理解できるように整理した説明書です。

私のトリセツの意義は、大きく二つあります。

一つ目は、自分自身のマネジメントに役立てられ

ることです。モチベーションが上がる条件を意識し

て動けるようになったり、ストレスのサインに早めに

気づいて心身のコンディションを整えたり、迷ったと

きに自分の判断の軸に立ち戻ることができます。ま

た、これからのキャリアや成長について、次の一歩

が見えやすくなります。

二つ目は、必要な範囲でトリセツを共有すること

で周囲から理解や協力が得られやすくなり、自分を

活かし、関係の質を高めていけることです。

私のトリセツは、自分本来の力を発揮し、成長し、

自分らしく働き続けるための土台となるものです。

①判断の軸が定まり、迷いが減ります（自分の価値

観・優先順位が言語化されるため）

②持ち味・弱みや大切にしていることを整理でき、

自信と安心感が生まれます（自己理解が具体化さ

れるため）

③周囲の支援や協力、配慮が届きやすくなります（

こうしてもらえるとうれしい/助かる/力が発揮できる

が明確になり、周囲が関わり方を選べるため）

④ストレスのサインや回復方法が周囲と共有でき、

コンディションを整えやすくなります（セルフケアと

周囲の理解が両立するため）

①相互理解と心理的安全性が高まります（思い込

みで判断せず、背景を踏まえて関われるため）

②人間関係における誤解・すれ違い・摩擦・偏見の

予防につながります（“前提”が見えることで、期待

のズレや思い込みを早めに調整できるため）

③チームワークが向上します（支え合いのポイント

が具体化し、協働がしやすくなるため）

④社員の育成がしやすくなります（本人の言葉で「

任せてほしいこと/ステップアップしたいこと/仕事を

進める上での課題」などが共有されるため）

⑤管理職の負荷が軽減されます（勘や一般論では

なく、個別の関わり方のヒントが得られるため）

以上、トリセツ作成には個人・企業双方に多くのメ

リットがあります。

トリセツ作成は自己開示をすることです。次回は、

自己開示に関する理論についてお伝えします。と

ても興味深い内容です。

私のトリセツ作成の意義

トリセツ作成の個人のメリット

トリセツ作成の企業のメリット



労働関係法令等の最近の動き

ＴＯＰＩＣＳ
労働関係情報

● 令和８年度両立支援等助

成金 企業規模要件を緩和へ

出生時コースなど

厚生労働省は、両立支援等

助成金やキャリアアップ助成

金の拡充を柱とする雇用保険

法施行規則の改正案を労働

政策審議会に示し、了承を得

ました。令和8年度予算の成立

後、速やかに施行される予定

です。

主な改正点として、「出生時

両立支援コース」の企業規模

要件を緩和し、業種を問わず

300人以下の企業まで対象が

拡大されます。また、育休取得

率の算定に事実婚の男性労

働者を含めることが明確化さ

れます。

「介護離職防止支援コース」

では、介護休暇の有給化に対

する助成を新設し、制度導入

と利用実績に応じて最大50万

円が支給されます。業務代替

を支援する「育休中等業務代

替支援コース」では、雇用労働

者数要件を撤廃し、大企業も

助成対象となります。手当支

給期間の上限も1年から2年に

延長されます。さらに、代替要

員の新規雇用に関する助成も

300人以下の企業全体へ広げ、

1年以上の代替で最大81万円

を支給する区分が新設されま

す。

「キャリアアップ助成金（正社

員化コース）」では、情報の見

える化を推進するため、正社

員転換制度の概要や実績など

を自社ウェブサイトで公表した

企業に対し、中小企業で20万

円、それ以外で15万円を加算

する措置が設けられます。これ

らの改正により、中小企業にお

ける仕事と育児・介護の両立

支援体制の整備と、非正規労

働者の正社員転換をより強力

に促進していく方針です。

【カスタマーハラスメント対策】
◆カスタマーハラスメントの３つの要素
職場における「カスタマーハラスメント」とは、以下①～③を全て満たすものが該当します。
①職場において行われる顧客等の言動であって
②従事する業務の性質その他の事情に照らして社会通念上許容される範囲を超えたものにより
③労働者の就業環境が害されるもの

令和８年１０月施行
カスハラ対策・求職者等に対するセクハラ対策義務化への対応

令和７年に労働施策総合推進法が改正され、これまで「取り組みが望ましい」とされていたカスタマーハラスメント対策
および求職者等に対するセクシュアルハラスメント対策について、令和８年10月１日に対策措置を講じることが義務化さ
れます。各社におかれましては、施行に向けて就業規則の見直しや相談窓口の整備などの準備が求められます。

○ パワーハラスメントやセクシュアルハラスメント等については、他のハラスメントと複合的に生じることも想定されるこ
とから、相談窓口を一体的に設置し、一元的に相談に応じることのできる体制を整備することが望ましい旨を示し
ています。

○ 一方、カスタマーハラスメントについては、他のハラスメントと異なり、事案が発生したその場ですぐに相談すること
や、現場の状況に精通している上司等に相談することが適切な場合もあることから、他のハラスメントの相談窓口
と一体的なものとする必要はなく、また、相談に対応する担当者として、労働者の上司に当たる管理監督者等を
定めることも考えられます。

カスタマーハラスメントに関する相談窓口は、パワーハラスメント・セクシュアルハラスメント等の他のハラスメントの相談
窓口と同じものでないといけないのか？カスタマーハラスメントについては、まずは部署の上司が相談を受け付ける
体制にしたいが、このような対応でも問題ないか？

求職者等に対する相談窓口はどのような形で設置すればよいか？またどのように周知するのがよいか？

○ 相談窓口は形式的に設けるだけではなく、実質的な対応が可能な相談窓口として設置する必要があります。
    その上で、担当者が相談に対し適切に対応できるようにする必要があり、例えば、

• その内容や状況に応じて、人事部門と連携を図ることができる仕組みとすること
• あらかじめ作成した留意点などを記載したマニュアルに基づき対応すること
• 相談窓口の担当者に対し、相談を受けた場合の対応についての研修を行うこと

といった対応が考えられます。
○ また、求職者等に対して周知を行う際には、ホームページやパンフレット等を通じて窓口の部署又は担当者等の
連絡先を示すことなどが必要です。

①方針の明確化と周知・啓発
カスハラには毅然とした態度で対応し、労働者を保護する旨の方針を定め、労働者に周知・啓発する

②対処内容の策定
一人で対応させない、悪質な場合は警察へ通報する等の具体的な対処の内容を定め、労働者に周知する

③相談窓口の整備
相談窓口を設置し、労働者に周知する。相談窓口担当者がカスハラ相談に対し適切に対応できるようにする

④カスハラ発生後の迅速な対応
事実関係を正確に確認し、被害者のメンタルヘルスケアや配置転換等の配慮、再発防止策を講じる

①方針の明確化と周知・啓発
求職者等へのセクハラを行ってはならない旨の方針を明確化し、労働者に周知・啓発する

②処罰方針の策定
行為者に対して厳正に対処する旨の方針と内容を定め、労働者に周知・啓発する

③求職活動等に関するルールの策定
求職者等と面談等を行う際のルールをあらかじめ明確化し、労働者および求職者等に周知・啓発する

④相談体制の整備
求職者等が利用できる相談窓口をあらかじめ定め、求職者等に周知する。担当者が適切に対応できるようにする

⑤求職者等に対するセクハラ発生後の迅速な対応
事実関係を迅速・正確に確認し、被害者への配慮（メンタルケア等）や行為者への措置、再発防止策を講じる

１．改正の概要

２．改正のポイント

３．相談窓口の設置に関するQ&A

【求職者等に対するセクシュアルハラスメント対策】
◆求職者等に対するセクシュアルハラスメントとは
事業主が雇用する労働者による性的な言動により、求職者等による求職活動等が阻害されるもの

◆「求職者等」「求職活動等」の範囲
「求職者等」には自社の採用選考に応募している人だけでなく、インターンシップ参加者、OB・OG訪問を実施す
る学生、教育実習生なども対象となります。「求職活動等」にはSNSやオンライン上で行われる企業説明会等も含
まれます。

◆事業主が講じる措置義務

◆事業主が講じる措置義務
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労務に関する質問・相談にズバリお答えします！労務の泉

〔質問〕

当社には労働組合がなく、３６協定の締結などは従業員の過半数代表者と行っています。現在の過半数

代表者は数年前に選出されて以降、変わらず代表を務めています。再度選出する手続きも手間なので、特

に任期を定めずこのまま過半数代表者を務めてもらっても問題ないでしょうか？

〔回答〕

従業員の過半数代表者は案件ごとに選出することが原則です。現在の運用では法の趣旨に従い適切に

選出された過半数代表者として認められない可能性もあり、その場合、当人を過半数代表者として締結し

た３６協定等の効力が認められません。現状のリスクを確認し、運用見直しの検討が求められます。

過半数代表者の選出について

Ｑ.

Ａ.
①．過半数代表者とは

労働基準法では、第３６条第１項（時間外および休日の労働）の他、第２４条第１項ただし書（賃金の支払）、第３９条第６項（年次有給休

暇）などにおいて、「使用者が、（労働者の過半数で組織する労働組合がないときには）労働者の過半数を代表する者（以下、「過半数代

表者」といいます）との書面による協定によって、一定の事項を定めることができる」旨を定めています。これらの労使協定以外にも、第９

０条第１項における就業規則の作成・変更の手続きとしての過半数代表者への意見聴取など、過半数代表者に関する規定を設けていま

す。

この過半数代表者であるためには、次の２つの要件を満たす必要があります。

I. 労働基準法第４１条第２号に規定する管理または監督の地位にある者（いわゆる管理監督者）ではないこと

II. 労基法に規定する労使協定の締結など、目的を明らかにして民主的な方法により選出された者であること

また、過半数代表者は事業場ごとに選出する必要があり、各事業場においてパートタイマーなど正社員以外の従業員も含めた「全ての

労働者の代表」として選出する必要があります。

②．過半数代表者の選出手続き

前記のとおり、過半数代表者は「民主的な方法」により選出される必要があります。典型的には話し合いや投票などの手続きが具体的

な方法として想定されており、例えば、信任手続きなどもなく使用者が特定の従業員を過半数代表として指名するような方法は認められ

ません。

なお、信任投票により過半数代表者を選出する場合に、「不信任の意思表示をしなかったことをもって信任したものとみなす」というよう

な意思確認の方法は認められません。必ず「信任・不信任いずれの意見であるか」が明確に分かる方法で各従業員の意思確認を行い、

可能な限りその記録を残すことが望まれます。

また、過半数代表者について任期制とすること自体は法的に否定されるものではありませんが、その場合は任期中に締結が見込まれ

る協定や意見書等の目的（範囲）をあらかじめ明示した上で代表として選出する必要があり、任期中に突発的に発生した新たな協定の

締結などについては、選出時点で労働者の意思が反映されていないため適正な過半数代表者としての権限が及ばないと解釈されます。

③．ご質問に対する回答

ご質問では、貴社の過半数代表者は「数年前に選出されて以降、変わらず代表を務めて」いるということで、まず代表者を選出した上で

その後協定の締結などの必要性が生じた都度、当該代表者に署名等を依頼している、というような運用と推測いたします。このような運

用では、仮に選出プロセス自体は民主的な方法で実施されていたとしても、選出時点で「何のために代表者を選出しているのか」が明ら

かにされていない可能性が高く、したがって労基法の定める過半数代表者としては認められないものと考えられます。

ご質問の趣旨は「過半数代表者について任期を定めることの要否」ということでしたが、前記のとおり、そもそも過半数代表者は都度選

出することが原則であり、任期制の場合には期中で突発的に発生した事案に対応できないなど、実務上の不都合もあります。協定無効

等のリスクを回避するためには、「任期制」ではなく「民主的な方法による都度選出」という運用への見直しを推奨いたします。
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Editor's note

総務のお仕事カレンダー 2026年６月・７月

株式会社
社労士法人

株式会社株式会社
社労士法人

６月１日（月）

４月分の健康保険・厚生年金保険料の支払

■参考リンク：日本年金機構「厚生年金保険料等の納付」

https://www.nenkin.go.jp/service/kounen/hokenryo/nofu/nofu.html

６月１日（月）

～

７月１０日（金）

労働保険の年度更新

■参考リンク：厚生労働省「労働保険年度更新に係るお知らせ」

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/hoken/roudouhoke

n21/index.html

６月１０日（水）

５月分の源泉所得税・復興特別所得税・住民税特別徴収税の支払

■参考リンク：国税庁「源泉所得税及び復興特別所得税の納付期限と納付の特例」

https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/taxanswer/gensen/2505.html

６月３０日（火）

５月分の健康保険・厚生年金保険料の支払

■参考リンク：日本年金機構「厚生年金保険料等の納付」

https://www.nenkin.go.jp/service/kounen/hokenryo/nofu/nofu.html

７月１０日（金）

６月分の健康保険・厚生年金保険料の支払

■参考リンク：日本年金機構「厚生年金保険料等の納付」

https://www.nenkin.go.jp/service/kounen/hokenryo/nofu/nofu.html 

７月３１日（金）

６月分の健康保険・厚生年金保険料の支払

■参考リンク：日本年金機構「厚生年金保険料等の納付」

https://www.nenkin.go.jp/service/kounen/hokenryo/nofu/nofu.html 

[１] 労働保険の年度更新

６月１日（月）より、労働保険の申告・納付期間が始まります。今年度も例年通りのスケジュールで、申告・納付期間

は７月１０日（金）までとなります。申告書の具体的な記入方法等につきましては下記リンクをご参照ください。

■参考リンク：厚生労働省「労働保険年度更新に係るお知らせ」

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/hoken/roudouhoken21/index.html 

［２］定時決定（算定基礎届）

７月１日現在で使用されている被保険者および７０歳以上被用者について、４月から６月に支払われた賃金を基に標

準報酬月額が決定されます。定時決定の対象とならない被保険者の確認など、事前の準備を行いましょう。

■参考リンク：日本年金機構「定時決定（算定基礎届）」

https://www.nenkin.go.jp/service/kounen/hokenryo/hoshu/20121017.html 

［３］賞与支払届の提出

賞与を支給した場合には、従業員から支給額に応じた保険料を徴収して納付する必要があります。また、支払日より

５日以内に所轄の年金事務所（健康保険組合に加入している場合は健康保険組合）に賞与支払届を提出する必要が

あります。

■参考リンク：日本年金機構「従業員に賞与を支給したときの手続き」

https://www.nenkin.go.jp/service/kounen/hokenryo/hoshu/20141203.html

お勧め

「人」Ｂｏｏｋ

６月、汗ばむ陽気が続き、梅雨前にも関わらず夏バテのような疲労感に襲われています。この

春新たに設置した寝室のエアコンは、除湿モードで既に連日稼働しています。そういえば、１０代・

２０代の頃はエアコンの除湿モードの存在意義が分からず、「暑い／寒い」という単純な感覚に基

づいて冷房と暖房だけしか使っていませんでした。３０代になり、「快適さ」というより抽象的な身体

感覚と真剣に向き合わなければあっという間に体調を崩すような貧弱さが露呈してきた頃、除湿

モードの素晴らしさに初めて気づきました。曰く、湿度が高い空間では「発汗→蒸発→気化熱によ

る冷却」という身体の排熱システムが機能しないため、室温を下げても体内に熱がこもり続けて疲

労する、したがってそのような状況では冷房よりも除湿のほうが有効なのだそうです（生成AI調べ）

。何なら電気代的にも冷房より除湿の方が優れているのだとか（生成AI調べその２）。

『現場で役立つ人材評価学』

高橋 潔・著 2025.11.25
日本経済新聞出版、税込2,640円

「人事評価は組織を映す鏡で

ある。わが組織でだれが優遇さ

れ、だれが昇進するのか。それ

は組織が大切にしている『価値

観』を、わかりやすい形で示して

いる。評価の仕組みを見れば

組織の価値観が見えてくる。」

本書の基本スタンスです。

ただ、会社の評価制度のこと

だけではなく、広く人を見る目に

ついての考察も含まれ、組織に

おける人の評価の問題を多角

的な視点で掘り下げています。

人事評価の歴史（奈良時代

の評価基準の例）、絶対評価と

相対評価のメリット・デメリット、

評価にかかわる認知バイアス

（評価エラー）、メンバーシップ

型とジョブ型、東洋と西洋の評

価の特徴、昔話から読み解く評

価の考え方、 80・20の法則が

評価に与える影響、評価者訓

練、人事制度の未来図などを

題材として、心理学的、脳科学

的、経営学的、経済学的、歴

史的視点を盛り込んで、とても

読みやすく、読み物としてもおも

しろく解説されています。
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